
静岡県菊川市 2009/10/19 13時28分

  平　成　19　年　度 コード番号 市町村類型 Ⅰ－２ 市 町 村 名 菊  川　市 類型 Ⅰ－２ *経常収支比率の（　）は、臨時財政対策債を除いた数値

　決　　算　　状　　況 都道府県名 静 岡 県 ふりがな 交 付 税

市町村名 種地区分 Ⅰ－２ 区　　　分 決 算 額 構成比 経常一般 構成比 区　　　分 決 算 額 構成比 税　　等 経常一般 経常収

人口集中 (千円) ％ 財源(千円) ％ (千円) ％ (千円)財源(千円) 支比率

地区人口 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次 地　　方　　税 7,332,007 42.3 7,077,048 69.7人　　件　　費 2,796,646 16.8 2,547,760 2,496,186 23.5

国調 H17国調 47,502人 　94.24ｋ㎡ 504人 8,545人 H17人口 (人) 3,649 11,280 12,297 地 方 譲 与 税 371,448 2.1 371,448 3.7 (職　員　給) 1,987,487 12.0 1,751,358 1,715,905 21.0

勢査 H12国調 47,036人   　94.24ｋ㎡      499人     7,898人 就 国 構成比 ％ 13.4 41.4 45.2 (地方道路) 95,371 0.5 95,371 0.9扶　　助　　費 1,903,403 11.5 639,307 637,065 6.0

伸び率 1.0% 0.0% 1.0% 8.2% 業 調 伸び率 ％ △ 7.0 △ 6.0 12.8 (自動車重量) 276,077 1.6 276,077 2.7公　　債　　費 2,226,746 13.4 2,165,636 2,079,024 19.6

住本 H20.3.31 45,571人 14,286世帯 人 H12人口 (人) 3,922 12,004 10,906 利子割交付金 27,722 0.2 27,722 0.2 (元利償還金) 2,226,374 13.4 2,165,264 2,078,652 19.6

民台 H19.3.31 45,620人 14,039世帯 口 国 構成比 ％ 14.6 44.7 40.7 配当割交付金 20,651 0.1 20,651 0.2 (一時借利子) 372 0.0 372 372 0.0

基帳 伸び率 △0.1％ 1.8％ 調 伸び率 ％ △ 11.3 △ 6.5 3.4 株式等譲渡所得割交付金 16,253 0.1 16,253 0.2 小　　　計 6,926,795 41.7 5,352,703 5,212,275 49.1

地方消費税交付金 465,426 2.7 465,426 4.6物　　件　　費 2,077,194 12.5 1,601,619 1,226,713 11.6

        区　　　　　　　　　分 平成19年度 平成18年度 区 　　分 指　数　等 指定団体等 ｺ゙ﾙﾌ場利用税交付金 63,158 0.4 63,158 0.6維 持 補 修 費 73,361 0.4 55,474 55,076 0.5

        千円         千円 基 準 財 政 需 要 額  (千円) 7,893,261財政再建 特別地方消費税交付金 0.0 0 0.0補　助　費　等 1,801,717 10.8 1,694,158 1,473,956 13.9

 1 歳　　　入　　　総　　　額 17,331,404 18,618,551基 準 財 政 収 入 額  (千円) 6,622,248不交付 自動車取得税交付金 248,825 1.4 248,825 2.5繰　　出　　金 1,104,674 6.6 1,029,824 858,135 8.1

標　準　財　政　規　模(千円) 10,304,254低開発 地方特例交付金 42,307 0.2 42,307 0.4積　　立　　金 576,827 3.5 567,321経常経費充当一般

 2 歳　　　出　　　総　　　額 16,612,417 17,705,900 17年度 0.792中部圏 (地方特例交付金) 23,956 0.1 23,956 0.2投資出資貸付金 407,998 2.5 3,450財源計 25000

18年度 0.823市町村圏 (特別交付金) 18,351 0.1 18,351 0.2前年度繰上充用 0 0.0 0 8,826,155千円

 3 歳 入 歳 出 差 引 額 　　(1-2) 718,987 912,651 19年度 0.839過疎　山振 地 方 交 付 税 2,284,686 13.2 1,783,609 17.6投 資 的 経 費 3,643,851 21.9 2,013,144経常収支比率 1131144

平　均 0.818新産　工特 (普通交付税) 1,783,609 10.3 1,783,609 17.6 (うち人件費) 106,435 0.6 106,435 83.2% (87.0%)

 4 翌年度へ繰り越すべき財源 40,856 138,168 818568 6.6 (特別交付税) 501,077 2.9 ---- ---   普通建設事業費 3,643,851 21.9 2,013,144税等総額（歳入）

ｱ ｲ 134 15.8 事務の共同 交通安全対策特別交付金 9,452 0.1 9,452 0.1 (補助事業) 1,115,566 6.7 272,109 12,317,693千円

 5 実　　質　　収　　支 　　(3-4) 678,131 774,483 18.2 処理の状況 小　　　計 10,881,935 62.8 10,125,899 99.8 (単独事業) 2,290,180 13.8 1,612,360自主財源 59.8%

17年度 10.900消防 分担金・負担金 284,636 1.6 0 0.0 (県営事業) 238,105 1.4 128,675 10,361,813千円

 6 単  年  度  収  支　　 　(ｱ-ｲ) △ 96,352 244,794地 方 債 許 可 18年度 11.600ごみ処理 使　　用　　料 243,013 1.4 18,558 0.2 (同級他団) 0 0.0 0依存財源 40.2%

制　限　比　率 19年度 12.200し尿処理 手　　数　　料 47,442 0.3 0 0.0 (受託事業) 0 0.0 0 6,969,591千円

 7 積　　　　　立　　　　　金 301,150 384,329         (％) 平　均 11.600小学校関係 国 庫 支 出 金 1,168,865 6.7 ---- ---   災害復旧事業費 0 0.0 0ﾗｽﾊ゚ｲﾚｽ指数

（財 政 調 整 基 金） 1,941,639中学校関係 都道府県支出金 727,998 4.2 ---- ---   失業対策事業費 0 0.0 0(H19.4.1) 94.5

 8 繰　　上　　償　　還　　金 86,612 0（減 　債 　基 　金） 516,891伝染病関係 財　産　収　入 183,287 1.1 0 0.0 合　　　計 16,612,417 100.0 12,317,693 250001164583

積　立　金　現　在　高(千円) 2,715,431山林関係 寄　　付　　金 43,000 0.2 ---- ---

 9 積 立 金 取 崩 し 額 340,000 618,000（政 　府 　資 　金） 14,243,588火葬場 繰　　入　　金 471,100 2.7 ---- --- 決算額 B 税　　等 Bの構成

地　方　債　現　在　高(千円) 20,432,630その他 繰　　越　　金 912,651 5.3 ---- --- 　議　　会　　費 136,787 136,787 0.8

 10実質単年度収支　　　 (6+7+8-9) △ 48,590 11,123（地方債に準ずるもの） 450,980(保育所) 諸　　収　　入 844,677 4.9 2,540 0.0 　総　　務　　費 2,302,572 2,084,362 13.9

債　務　負　担　行　為(千円) 1,356,340 地　　方　　債 1,522,800 8.8 ---- --- 　民　　生　　費 3,633,956 2,181,563 21.9

職員数(人)平均年齢(歳)1人支給月額(円) 合　　　計 17,331,404 100.0 10,146,997 100.0 　衛　　生　　費 1,862,161 1,655,119 11.2

一　般　職　員 197,722 269 42.0 320,554 給料月額       　　　　　　　　　　　 市　　　　町　　　　村　　　　税 　労　　働　　費 332,717 258 2.0

2479(単純労務職員)15,379 12 52.8 309,250 　市　町　村　長 790,000 区　　　分 決算額 A 構成比 基準税額×@Aの増減 超過課税収入額 　農　　林　　費 896,553 801,657 5.4

3395教 育 公 務 員 24,730 25 38.5 301,440 　副　　市　　長 630,000 個 人 市 民 税 2,452,857 33.4 2,791,859 33.3 　商　　工　　費 185,831 115,421 1.1

4994消　防　職　員 39,518 62 38.5 290,081 　収    入    役 583,000 法 人 市 民 税 704,402 9.6 750,812 △ 9.3 　土　　木　　費 2,877,089 1,480,297 17.3

臨　時　職　員 0 0.0 0 　教　　育　　長 558,000 固 定 資 産 税 3,563,532 48.6 3,523,704 0.8 　消　　防　　費 633,162 537,828 3.8

###合　　　計 261,970 356 41.2 313,904 　議　会　議　長 350,000 軽 自 動 車 税 102,135 1.4 102,081 1.8 　教　　育　　費 1,524,838 1,158,760 9.2

事 業 名 法適用の 収　支　額 普通会計か 職 員 数 　議 会 副 議 長 275,000 市 た ば こ 税 254,122 3.5 256,005 △ 1.4 　災 害 復 旧 費 0 0 0.0

公 有　無 (千円)らの繰入額 (人)　議　会　議　員 255,000 特別土地保有税 0 0.0 0 　公　　債　　費 2,226,751 2,165,641 13.4

営 水 道 有 74,440 21,955 15 国 収　　支　　額 (千円) 270,488 目　　的　　税 254,959 3.5 0 2.3 　諸　支　出　金 0 0 0.0

事 病 院 有 △464438384,606 275 保 療養給付費等精算額 (千円) 0 (都市計画税) 254,959 3.5 0 2.3 　前年度繰上充用 0 0 0.0

業 下 水 道 無 38 155,220 6 会 加  入  世  帯  数 (世帯) 7,839 16,612,417 12,317,693 100.0

の 国 保 無 270,488 227,081 5 計 被  保  険  者  数 (人) 16,621 合　　　計 7,332,007 100.0 7,424,461 10.4 現年課税分 滞納繰越分 合　計

状 交 通 共 済 無 の １世帯当たり保険税収入額 (円) 178,757#  　　　　　　　　　　　　　適　　用　　税　　率　　の　　状　　況 96.5 12.0 91.5

況 老 人 保 健 無 0 319,908 兼務２ 状 １人当たり保険税調定額 (円) 105,442# 個 人 均 等 割 標準税率 98.8 13.0 94.7

駐 車 場 無 況 １人当たり保険給付費 (円) 155,476# 個 人 所 得 割 12.3% (14.5%) 97.8 12.5 93.8

介 護 保 険 無 186,924 402,316 5 26公債費負担比率 16.9% 経常一般財源比率 98.5% 比率 100.0% 1.4%(都計0.3%)
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